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火災保険契約における相当因果
　　　　　　関係説について
一阪神大震災に関わる一事件を中心に一
大　谷　孝　一
I．はじめに
　はからずも，最高裁の審理にかかる二つの事件について意見書を求められた。
一つは，海上保険契約に関わる事件であって，控訴審の段階で原告・荷主側弁
護人から意見書の提出を求められたが，自分としては原告側に組する理論的根
拠がないと思いお断りしたところ，東京高裁では，予期に反して原告側全面勝
訴の判決が出た。もちろん，商戴判決には納得できなかったが，これまた偶然
にも，今度は被告・保険会社側弁護人から，最高裁への上告に当たって，本件
に関わる意見書の提出を求められたので，’原告・荷主側弁護人にお断りして意
見書を提出した。筆者の意見書はすでに最高裁に提出され，またこれを英訳し
て英国の被告側弁護人の参考に供している。この事件は上告が拒否されなけれ
ば，聞もなく審理が開始されるはずであるが，この事件については，当事者の
微妙な利害もあるので；折を見て別の機会に発表するつもりである。」もう一つ
は，火災保険に関わる事件で，阪神大震災の際に発生した火災について，それ
が住宅金融公庫融資住宅等火災保険特約条項2条2項2号で免責する地震によ
るものか，それとも被保険者側の過失による失火であるかで争われている事件
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であって，一審神戸地裁尼崎支部（以下，神戸地裁という）において全面敗訴
し，大阪高裁では一部敗訴した一審被告・控訴人・上告人保険会社およびその
弁護人から意見書の提出を求められたものであ乱本件は，既に最高裁によっ
て上告が受理されており，これも問もなく審理が開始されることになるが，本
件においても，筆者の意見書が証拠書類として最高裁に提出されることになっ
た。
　この第二の事件に対する最高裁の判断はもちろん分からない。しかし，一審
神戸地裁および大阪高裁の判決は納得できるものではないので，本稿では，こ
の事件を取り上げ（もちろん，本件においても，当事者にとって多少利害の関
わる微妙な問題を含んでいるので），これを多少普遍的な間題として要約し，
火災保険普通保険約款中の地震免責条項（住宅金融公庫融資住宅等火災保険特
約条項2条2項2号も同じ）に関わる因果関係の問題として検討してみたいと
思う。
皿．事実の概要
本件事実および訴訟当事者の主張については，判例評釈等で既に紹介・公表
されているので1，以下にその概要を示す。
1．原告X1は，平成5年7月初旬に，被告Y保険会社との問で，本件家宅
　　　について，以下の条件で住宅金融公庫特約火災保険契約を締結した。
　　　保険期間　同年7月11日から平成10年7月11日まで
　　　保険金額　3，500万円
　　　保険の目的　本件家屋
2．本件火災保険契約では，地震によって生じた損害（地震によって発生し
1　例えば，石田満「住宅金融公庫特約火災保険特約条項の【地震免貢条項jの適用を否定した事例
一神戸地裁尼崎支部平成10年8月10日判決一r損保企剛No．696　（平成10年12月15日号）2ぺ一
ジ以下蓼
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　　た火災が延焼または拡大して生じた損害，および牽生原因のいかんを問
　　わず火災が地震によって延焼または拡大して生じた損害を含む）に対し
　　ては保険金を支払わないと定めている（住宅金融公庫融資住宅等火災保
　　険特約条項2条2項2号。以下「地震免責条項」という）。
3．平成7年ユ月17日午前5時46分，いわゆる阪神大震災が発生した。
4．その翌々日である同月19日午後6時頃，本件家屋の三階北側和室付近か
　　ら出火し，三階部分約47平方メートルを焼損し，一，二階全体が消火活
　　動の際の放水により汚損した（以下「本件火災」という）。
5．原告らは本件火災により，合計1，550万円ほどの損害を被った。
更に，証拠および弁論の全趣旨から，次の事実が認められる。
1．本件家屋も地震の際，激しい揺れに見舞われ，家財が倒れ，室内に物が
　　散乱するなどの被害が出たが，幸い倒壊は免れた。
2．原告らの家族は，原告ら夫婦と母の三人暮らしで，子供二人は留学など
　　のため家にはいなかった。原告X1はアパートを経営しており，また原
　　告X2は近くの文化センターで手描き友禅を教えていた。
3．地震前夜，原告X2は二階の炬燵に入り深夜まで娘の着物に友禅の絵を
　　描いて過ごし，三階北側の和室で一人で就寝した。この部屋は，原告
　　X2が時々染色の作業に使っていた。翌朝，地震がおさまった頃，二階
　　下寝ていた夫（原告X1）に声を掛けられ・原告X2は階下に下りれ
　　一階に家族三人が集まり，6時頃，いったんは家の外に出たが，近所の
　　人と15分ほど立ち話をして，再び家に戻り，その日以降，ライフライン
　　（電気・ガス・水遣）が途絶えてはいたが，避難所にも行かず，家族で
　　自宅で過ごした。地震後，原告X2が階下に下りてから，翌々日（19
　　日）夕刻，本件火災が発生するまで，家族の誰も三階には上がらなかっ
　　た。
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4．地震葡夜，原告X2が三階北側和室で就寝した際，部屋の北側中央の辺
　　り（X2の枕元近く）に，スイッチをオフにした電気ストーブが，コー
　　ドの先端を部屋のコンセントに差し込んだまま置かれていたが，火災後，
　　これが転倒した状態で，同じ場所から発見された。
5．地震後，送電は暫く停止されていたが，原告らの住む地区では，1月19
　　日（地震の翌々日）午後5時40分頃，家庭への送電が再開された。
6．その後，まもなく本件家屋の三階北側和室から出火し，本件火災が発生
　　した。地区消防署では，関係者の供述や現場の焼媛状況から，火災の原
　　因は，地震の揺れで電気ストーブが転倒し，その際，何かが電気ストー
　　ブに当たってスイッチがオンの状態となり，これに電気が通ったため発
　　熱部分が接する畳が発火し，これが他の物に燃え移ったためであると判
　　定している。
皿．第一審判決
　第一審神戸地裁は，以上の認定事実に基づき，本件家屋の火災は，地震がな
ければ電気ストーブの転倒もなかったという限度で，地震との間に条件的な因
果関係の存在を否定することはできないが，地震免責条項にいう「地震によっ
て発生した火災」という要件は，単なる条件的な因果関係では足りず，地震と
火災との聞に相当因果関係の存在することが必要であると解されるから，社会
通念上相当と認められる限度において，地震と火災との問の因果関係を肯定す
べきであるが，この見地からいわゆる「地震火災」の因果関係を検討すると，
空家や倒壊した家屋であればともかく，現に人の居住する普通の一戸建て家屋
であれば，地震後二，三日もすれば，家人により目視できる範囲で屋内の危険
個所はひととおり点検され，それによってある程度火災の発生を未然に防止す
ることが可能になることは，われわれの経験則に照らし明らかといわねばなら
ず，家人による安全管理がある程度可能になれば，その程度に応じて地震の影
　292
　　　　　　　　　火災保険契約における相当因果関係説について　　　　　　　　　　5
響は薄れていくのであるから，家人が容易に危険を除去しうるのにこれを怠り，
その結果火災が発生した場合は，社会通念上，この火災は家人の過失による失
火と見るのが相当であり，地震によって発生した火災には当たらない（地震と
火災との問に相当因果関係を肯定することはできないジというべきであり，し
たがって原告らの損害は地震免責条項に該当しない，と判旨し，原告勝訴の判
決を下した。
　そこで，被告・保険会社狽印は大阪高裁に控訴したのである。
IV．高裁判決
　控訴審において，大阪高裁は，地震によって平時に比べると可燃物に極めて
容易に着火しやすい状態となったことが原因亡火災（いわゆる通電火災）が発
生した場合には，一般的にみて，「地震による震動のために作り出された異常
状態」によって生じた火災・として，地震と火災との聞に相当因果関係があるも
のとしてよいように考えられるが，一方では，空家や倒壊した家屋であればと
もかく，現に人の居住する普通の〒戸建て家屋であれば，通常は、地震後二，
三日もすれば，居住者により目視できる範囲で屋内の危険箇所はひととおり点
検され，それによってかなりの程度に火災の発生を未然に防止することが可能
になることが十分考えられるところであり，したがって，地震後に生じた火災
について地震による影響を否定できないとしても，居住者が地震後に容易に火
災発生の危険を除去しうるのにこれを怠ったことが火災発生の直接的な原因と
なっているような場合には，地震と火災との因果関係を認めざるを得ないので
はあるが，、∴方仁おいて，仮に地震以外の原因で電気スト←プなどの火源とな
りうる器具が転倒した場合でも，その転倒した器具を居住者がそのままにして
おくという右と同様の屠住者の不注意によって火災が発生することがあるので
あるから，本件のような場合に生じた火災については，地震による影響よりも，
居住者の不注意による失火であることを重くみ二るべきであると解せられるとし，
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このような場合には，本件保険契約に直接の規定はないが，信義則の適用によ
り，右火災の原因となった地震による影響と居住者の失火のそれぞれの寄与の
程度など，火災発生に至った一切の事情を考慮し，右保険契約に定められた保
険給付金額のうち，保険契約者に支払われる保険給付金額を減額するのが相当
であり，このように解することは，公平の原則に合致する，したがって，右認
定による地震と被控訴人X2の過失がそれぞれ本件火災にもたらした寄与の程
度（影響度）等の一切の事惰を考慮すると，被控訴人らに生じた損害のうちの
約6割に相当する900万円について保険金請求できるものと認めるのが相当で
ある，と判決した。
V．地裁判決および高裁判決の誤り
　このように，第一審神戸地裁は原告勝訴の判決を下し，また大阪高裁は，約
6割を原告・被保険者側の過失による損害として保険者に負担させ，残りの約
4割を地震による損害として免責しているのであるが，これらの判決は，火災
保険において従来から採用される相当因果関係説に照らして納得できるもので
はない。そこで，以下に両裁判所の判決について若干の批判を加えることにす
る。
　（1〕先ず，第一審神戸地裁の判決について言えば，本件家屋の火災は，「地
震がなければ電気ストーブの転倒もなかったという限度で，地震との聞に条件
的な因果関係の存在を否定することはできないけれども，地震免責条項にいう
『地震によって発生した火災』という要件は，単なる条件的な因果関係では足
りず，地震と火災との聞に相当因果関係の存在することが必要であると解され
るから，社会通念上相当と認められる限度において，地震と火災との間の因果
関係を肯定すべきであるが，この見地から『地震火災』の因果関係を検討する
と，杜会通念上，この火災は家人の過失による失火と見るのが相当であり，地
震と火災との聞に相当因果関係を肯定することはできないというべきである」
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と判旨し，一見相当因果関係説を採用している風に見えるけれども，とりわけ
地震について本件の個別的場含のみを考察し，これを他の一般的場合に当ては
めて原因たるべき適当条件を導き出している形跡はなく，相当因果関係（説）
を正しく理解した上での判決とは到底思われない（この点の誤りは，後述する
高裁判決において特に著しい）。すなわち，神戸地裁は，本件損害の不可欠条
件たるべき地震と被保険者側の過失という二つの危険のうち，後者については
「空家や倒壊した家屋であればともかく，現に人の居住する普通の一戸建て家
屋であれば地震隼二・三臼もすれば家人により目視できる範囲で屋内の危
険個所はひととおり点検され，それによってある程度火災の発生を未然に防止
することが可能になることは，われわれの経験則に照らし明らかといわねばな
らない」として，われわれの日常経験上（それが欠けた場合に比べて）一般的
に同様な結果を発生させる客観的蓋然性を増加させるものかどうかを判定して
おり，この点は相当因果関係説による判断として正しいと言える。しかし，相
当因果関係説においては，もう一つの地震という不可欠条件についても同様の
考察をし，それが本件の場合において不可欠条件をなすばかりでなく，それが
存在する他の一般的場合における損害発生の蓋然率とそれが存在しない場合に
おける損害発生の蓋然率とを比較考量して，それが存在する場合の方が明らか
に大数観察的に火災損害発生の蓋然率は高いということをも明らかにしなけれ
ばならない（そして，、そういう判断が下されるべきである）のに，神戸地裁は
被保険者側の過失についてのみそれを行い，地震についてはそういった相当因
果関係説に基づく判断をせずに，本件損害の原因を家人の過失による失火であ
ると結論しているのである。一　　　　　　　　　　’　　　　・　　　　・
　相当因果関係説においては，損害の原因は一定の危険が損害発’生紗条件たり
得る蓋然率自体のいかんではなく，全く反対の場合における蓋然率との比較の
結果いかんによって決まるのであるから2，本件における地震が存在する場合
2　加藤由作「禍当因果関係説の解釈について」r損警保険研究』観7巻第ユ号，pp．22－23．
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の大数観察的結果を，反対の場合すなわち地震の危険が存在しなかった場合に
おけるかかる結果と比較して，もし前者における方が損害発生の蓋然性が高け
れば地震危険は損害の原因となし得るし，それが低ければ損客の原因となし得
ないのであるが，そういった考察を神戸地裁は行っていないのである。もしそ
ういった考察を行えば，地震危険も当然本件損害の適当条件となり得，した
がって，地震危険も，被保険者側の過失と同様に本件損害の原因となり得ると
いうことを，本判決は完全に無視しているのである。
　また，神戸地裁は，地震と火災との問に相当因果関係が考るためには，「社
会通念上相当と認められる限度において，地震と火災との間に因果関係を肯定
できなければならない」とし，「相当」という言葉に特別の意味を付与しよう
と努めている。しかし，相当因果関係説は「相当」と称せられることをもって，
この言葉に何か特別の意味が与えられているかのように誤解されるが，一定事
実問の条件関係を具体的場合または現実的場合について個別的に決めるのでは
なく，一殺的場合に当てはめて決めるということを意味する以外，この言葉に
はそれ以上の特別な意味はないのであるから3，神戸地裁の判旨する如く，条
件と結果との間に相当因果関係があるためには，社会通念上相当と認められる
程度の因果関係を肯定し得るかどうかの判断は不必要なのであ乱
　（2）次に，第二審の大阪高裁判決では，地震と火災との聞に相当因果関係が
あるものと認定しながら，居住者が地震後に容易に火災発生の危険を除去しう
るのにこれを怠ったことが火災発生の直接的な原因となっているような場合に
は，地震による影響よりも，居住者の不注意による失火であることを重くみる
べきであると判示し，このような場合には，本件保険契約に直接の規定はない
が，信義則の適用により，右火災の原因となった地震による影響と屠住者の失
火のそれぞれの寄与の程度など，火災発生に至った一切の事情を考慮して，本
件損害の約6割を被控訴人らの過失による損害として保険者に負損させ，結果
3　加藤由作・同上，p．5．
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として残りの約4割を地震による損害として免責している。しかしながら，高
裁判決は，’保険法における因呆関係概」念をまろたく理解していないばかりでな
く，保険契約における免責危険設定の趣旨をもまったく理解せず，担保危険と
免責危険とを同等に扱うという二重の誤りを犯しているのである。
　すなわち，前者について言えば，大阪高裁は，地震と火災との間に相当因果
関係があることを認めているのであるが，高裁が，保険法における相当因果関
係説に全く新しい意味を付与するか同説に新解釈を施す正当な理由があればと
もかく，過去の判例と同様に，本件においても正しい意味での相当因果関係説
を採るのであれば，地震と火災との閻に相当因果関係があるということは，地
震が，不可欠条件であるばかりでなく，本件火災の適当条件であることを認め
たことに等しく，相当因果関係説においては，適当条件をもって損害の原因と
することは周知のことであるから，本件火災の原因は地震であることを高裁自
身が認定したことを意味する。それにもかかわらず，（他の一般的な場合にお
いても）転倒した器具を居住者がそのままにしておくという屠住者の不注意に
よって火災が発生することがあるという理由で，地震による影響よりも，屠住
者の不注意による失火であることを重くみるべきであると解せられるとして，
上記の通り，本件損害の約6割を被控訴人らの過失による損害，残りの約4割
を地震による損害とするという認定を行っているのである。しかしながら，同
じく相当因果関係説を採る場合でも，民法などの一般法域であれば，千定の行
為に対し一定の結果を付与するのは法律そのものである（例えば不法行為や債
務不履行の場合に人が一定の範囲内で損害を賠償するのは，特約がない限り民
法そのものの規定一709条，416条2項一による）から，すべての条件（人の行
為どそれ以外の条件）’は各々独立してその原因足り得，したがってまたかかる
行為者はその行為だけによって二定の責任を負うことになるから千，民法など
の一般法域では本件判決のような考えも理なしとしないといえる。しかしなが
4　加藤由作「保険法における因果関係の基礎理誇」r一橋論叢』第1蜷第5・6号，p。ユ37．
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ら，保険契約にあっては，一定の損害に対する保険者の貢任の発生は専ら契約
当事者の意思に基づくのであって，このことは因果関係概念または因果関係理
論決定上同契約に関する法が他の法域と必ずしも同一に論じられない根本理由
をなしているのである5（この点については，更に後述する）。
　同様に，大阪高裁は，本件の特定の場合における地震と居住者の不注意との
火災損害に対する寄与度を比較して，後者の方が大きいと判断しているのであ
るが，このように，特定の場合における複数の不可欠条件を同列的に比較考量
して，その問に軽重の差を設けるという，原因となるべき危険の選択方法は相
当因果関係説にはない。これは損害の原因を一つに絞る択一条件説の手法であ
る（もちろん，択一条件説では，寄与度の大きい方の危険を唯一損害の原因と
する点で異なるが）。
　更にもし，本件において，高裁が相当因果関係説を採るというのであれば，
地震後に容易に火災発生の危険を除去しうるのにこれを怠った居住者の不注意
をもって火災発生の直接的な原因とするが，この「直接的な原因」という言葉
は何を意味するのか。時問的条件（最後条件一causa　u1tima）を意味するのか，
効果における条件（最有力条件一causa　dξterminante）を意味するのか。相当
因果関係説における適当条件とどう違うのか，まったく理解できないのである。
そして，筆者の推測するところに従って，もしこの「直接的な原因」という言
葉が，本件火災損害を発生せしめるのに与って力のあった条件，すなわち本件
損害の発生に最も効果があった条件（最有力条件）であるということを意味す
るとすれば，まさしく高裁は，本件の特定の場合のみを考察して，地震と被保
険者側の過失のいずれが本件火災損害に与って力があったかを比較し，因果関
係の有無を個別的立場で決しようとしていることになるから，相当因果関係説
というものをまったく理解していないということになる。更にまた，居住者の
不注意を本件火災の原因とすれば，相当因果関係説ではこれが本件火災の適当
5　加藤由作・前掲論文，pp．132－133．
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条件となるが，一方で’高裁は，地震と火災との間に相当因果関係があること
を認めている一から」，、地震が本件火災の適当条件であるという、ζとになる。＝そう
であれば，居住者の不注意と地震の両危険が本件火災損害の適当条件となるか
ら、地震という免責危険と居住者の不注意という担保危険とがともに本件損害
の原因ということになる。そうであれば，保険契約において，損害原因の立証
責任を負うべき被保険者側は，本件損害が保険者の負担する危険（居住者の不
注意）のみによって生じたことを立証しなければならず6，そ㍗ができなけれ
ば，結論は高裁判決と全く逆の結果；こならなければおかしいのそある（これは
後に述べる免責危険設定の趣旨から明らかである）。一
　次に，皿後者について言えば，高載判決は，保険契約において保険者が免責危
険を設定するのはなぜかという，免責危険設定の趣旨を十分理解しないまま，
免責危険と担保危険とを同列に配し，それぞれの寄与率を窓意的に判断して，
本件火災損害にもたらした被控訴人の過失割合一（寄与の程度）を約6割とする。
ここにおいて，高裁が，その判断の根拠として，．本件において保険者の負担し
ていない地震危険は結局被保険者自らが負揖していることになるから，重複保
険の原則（商法632条）を類推適用して，，被保険者は保険者とその損害を分担
すべきなのだという反論を展開1したとしても，このような緒果が今日の保険取
引の通念に反することは明らかである（後述参照）。判例においても実務にお
いても，，かかる場合に、損害を両危険に割り当てたこξは未だ嘗てな．く，．また
法律にも保険約款に、も，（ノルゥェー海上保険通則のようを）損害を両危険に
割り当てる典拠となるものはない。万一，二のように免責危険と担保危険との
寄与率を春意的に判断し，両危険に損害を割り当下るということになれば信
義則を適用すると言いながら，一緒局は漠然と、した裁判官個人の主観的判断，二一個
6＾被保険者側は，未件損箸が保険者の負担すゑ危険（居住者の不注意〕のみによって生じたことを
立証しなければならないが，これは何も保険者の意見についてそのすべての可能性を排除する必要
はない鉋彼は単に自分自身の主張が蓋然性の比重の大きさの点で支持できることを証明すればよい
のである。しかし，それができなければ，鑓保陰者は自己の主張を誕明できな珍っ、た二とドなる。
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人的感覚によって人為的・恋意的に両当事者の負担割合が決められることにな
るのであって，自動車事故のように両当事者の過失割合を決定することが慣行
となっており，また判例にもある場合はともかく，ζのような負担割合を決め
ることが法律の鉦定にも約款の規定にもない火災保険において，このような解
決を認めるとすれば，われわれの日常生活は非常に不安定な状況におかれるこ
とになり，相当因果関係理論にも反する。
Vl．本件における損害の原因と保険者の責任
　前示の通り，神戸地裁も大阪高裁も，火災保険契約において適用されるべき
因果関係理論の適用を誤り，間違った判断を下している。そこで，火災保険契
約において従来から採用されている因果関係理論を正しく理解した上で，本件
損害に対する保険者の責任の有無を判断するとどうなるのであろうか。
　周知の通り，保険者が損害てん補の責めを負うためには，その損害は保険者
の負担した危険または事故（いわゆる保険事故）によって生じたものでなくて
はならない。すなわち，発生した損害と保険事故との閻に因果関係が存在する
ことを要する。そして，この発生した損害と保険事故との間の因果関係の決定
方法については従来色々の説が採られているが，わが国では，昭和2年5月31
日の大審院判決7以来，火災保険に関する判例にあってはすべてが，そして
学説にあっては大部分が一致して相当因果関係説を採用している。しかしなが
ら，地裁および高裁において採用されている因果関係説は，相当因果関係説と
はほど遠いものであって，これまでのわが国判例から逸脱したものと断ぜざる
を得ない。
　この火災保険契約において採用される相当因果関係説（die　Theorie　der
adaqua／㎝Verurs乱ch㎜g）というのは，不可欠条件（c㎝ditio　sine　qua　non一
7　ストレートーファイア保険において，火災によって誘発された爆発による保険の目的の損書につ
いて，火災保険者にてん補責任があるかどうかが争われた事件に関するもの。
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すなわち，具体的場合において，もしこの条件が発生しなかったならばこの結
果は生じなかったであろうと言い得る条件）のうち，特定の場合のみならず，
他の一般的場合にも同様の結果を生じさせる可能性を有する条件を遼当条件と
し，この適当条件のみをもって緒果の原因とする因果関係説である。ある条件
がある結果を生ぜしめた場合，他の因果関係説では，その特定の場合のみにつ
いてその条件と緒果との因果関係を観察し，その条件がその結果の原因である
か否かを定めようとするのに対して，本説では，一般的に観察してかかる条件
を定めるのである。したがって，特定の場合にある条件がある結果を生じさせ
るだけでなく，同一条件の存する他の一般的場合にも同様の結果を発生させる
客観的蓋然性を増加させるかどうかを観察し，他の一般的場合にも同様の結果
を発生させる客観的蓋然性を増加させる条件であれば，これを適当条件または
相当条件とし，この条件をもって緒果発生の原因とするものである。ここに一
般的（a1lgemein）というのは，経験的（erfahrmgsgemass）ということであり，
同じような一個または多数の事実（条件）が違結して存する場合，同様な結果
を生じるか否かを大数観察的に定めようとするのである8。
　したがって，相当因果関係説では，複数の不可欠条件が同一条件の存する他
の一般的場合にも同様の結果を発生させる客観的蓋然性を高める場合，それぞ
れの不可欠条件が適当条件となり得，それゆえ，複数の原因を生じることにな
る。前示の通り；民法などの一般法域では，一定の行為に対し一定の結果を付
与するのは法律そのものであるから，すべての条件は各々独立してその原因足
り得るが，しかし，一定の損害に対する保険者の責任を契約当事者の意思に係
らせる保険法にあづては，契約当事者の意恩を客観的に解釈しなければならず，
そうすると，かかる場合，どうしても損害の原因をいずれか一つに決定しなけ
ればならず，かつ，そうすることが今日の保険取引の通念にも合致することに
8　加驚肉作「火災保険におげる因巣関係と海上保険における園果関係」r保険学雑誌」第389号，・
P－4．
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なるのである9。例えば，住宅金融公庫融資住宅等火災保険特約条項2条2項
2号は地震または噴火を保険者の責任から除外しているのであるが，これは，
保険の目的である家屋が火災の結果であるときは保険者はてん補の責めを負う
が，地震に基づくときはこれをてん補しないという趣旨であるから，もしこう
いった事件が起きた場合，両危険がともにこの損害の原因であるということで，
保険者と被保険者に損害を割合的に分損させたり，均分に分担させるのでは，
到底われわれが契約をした根本精神に合致した解決とは認められない。かかる
場合，われわれは，どうしてもかかる損害の発生に対して，「この危険がなけ
れば，この結果は生じなかったであろう」（Sine　qua　n㎝）と思われる条件の
うちのいずれか一つをもって原因としなければならない。すなわち，保険者は
上記火災保険特約条項ユ条により，火災その他の危険事故によって保険の目的
について生じた損害に対して損害保険金を支払うことを約定し，その2条2項
2号により，「地震もしくは噴火またはこれらによる津波」によって生じた損
害に対しては保険金を支払わない旨を規定しているのであるが，これは「保険
者は火災（その他の担保危険）によって保険の目的に生じた損害をてん補する。
ただし，地震（もしくは噴火またはこれらによる濠波）に相当因果関係ある火
災についてはこの限りでない」という趣旨であるからユo，このような場合には，
どうしても，本件損害は保険者の負担する危険によって生じた損害であるか，
それとも，免責する危険によって生じた損害であるかを決しなければならない
のである。
　しかし，保険法には，保険者の損害てん補範囲について，保険事故の原因
〔または結果〕が制限されていないときは，所定の保険事故が発生しさえすれ
ば，保険者の損害てん補責任事由が発生したものとするという「危険普遍の原
9　加藤由作・前掲「保険法における因果関係の基礎理論」，p．137．
10葛域照三r海上保険論集』第1巻，p，209．
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則」（der　Grmdsatz　von　der　Universalit査t　der　Gefahren）1ユがあり，その例外を
構成する「免責危険優先の原則」というのがある。商法665条は，まさしくこ
の原則を具現したものであって，「火災二因リテ生シタル損害ハ其火災ノ原因
如何ヲ間ハス保険者之ヲ填補スル責二任ス」と規定し，火災の原因のいかんを
’問わず，火災による損害を保険者に負担させている。この場合，「其火災ノ原
因如何ヲ問ハス」という文言がなくても，その効果は同じである。しかし，火
災の原因には同条但し書に規定するのも以外にも色々あり，それを不問に付し
て原因のいかんを問わずに，火災損害をてん補することは実際上保険者にとっ
て不可能であるから，保険者は免責危険を設定し，それをもって保険者の負担
する火災危険の原因〔または緒果〕を制隈するのである。例えば，保険者が爆
発を免責した場合において，爆発が発現形態の危険として生じたとき，爆発の
原因が何であろうと，保険者は爆発による損害を免責されるし，また爆発が原
因形態の危険として生じたとき，爆発が原因となっていかなる危険が発生しよ
うと，保険者は爆発の結果発現した一切の危険に原因する損害について免責さ
れるのである。それゆえ，保険契約において免責危険を設定するのは，保険者
の負担する危険の原因〔または結果〕を制隈する趣旨であるから，当然免責危
険の方が担保危険に優先することになる（免責危険優先の原則）。したがって，
損害は常に保険者の負担する危険によって生じたのか，それとも免責する危険
によって生じたのかのいずれでなければならない。すなわち，結果損害が各危
険について分割評価可能な場合を除き，保険者は当該損害を全額てん補するか
全くてん補しないかのいずれかでなければならないのである。
　そこで，火災保険契約において損害が発生した場合に，他の危険に誘発され
て火災が発生した場合，または火災に誘発されて他の危険が発生した場合，例
えば，被保険者の過失による失火によって保険の目的が全焼した場合や地震に
よってストーブが倒れ，火災が発生して保険の目的が全焼した場合，あるいは
ユ1葛城照三・前掲春・第1巻、pp．209－210；同・第3巻，p．125注ユ。
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爆発によって火災が誘発され，もしくは逆に火災によって爆発が誘発されて保
険の目的が破壊された場合のように，ある危険の結果として火災を誘発させ，
前の危険によっても後の危険である火災によっても損書を生ぜしめたか，また
は前の危険によっては損害を生ぜしめず，専ら前の危険が誘発した火災によっ
て損害が生じた場合，あるいは火災の結果として他の危険を誘発させ，火災に1
よっても後の危険によっても損害を生ぜしめた場合のように，前の危険がその
結果として後の危険を誘発させて損害に至るような場合，すなわち前の危険と
後の危険とが鎖の環のようにどこかで重なり合い繋がり合って，前の危険が後
の危険を誘発するような場含には，危険普遍の原則とその例外としての免責危
険優先の原則12によって，保険者の責任は容易にこれを決することができる
から，相当因果関係説を当てはめて保険者の責任の有無を判定する必要はない。
　これに対して，二つ（以上）の危険が別個独立に発生し，この二つ（以上）
の危険が協力または競合して損害を生ぜしめた場合において，一方が担保危険，
他方が免責危険である場合には，困難が伴う。この場合でも，それぞれの危険
が別個独立に損害を生ぜしめた場含には，各危険による損害の区別がつくから，
火災保険者のてん補責任額には別段の問題を生じない。例えば火災が発生し，
保険の目的を半焼して鎮火し，その二日後に免責危険である地震が起こって，
焼け残りの保険の目的である建物が全壊した場合，地震は二日前の火災には何
の因果関係もないから，火災保険者は火災によって焼けた部分の保険の目的の
損害についてのみてん補責任を負えばよい。しかし，保険者の免責する危険と
担保する（または担保するとも免責するとも規定されていない）危険とが別個
独立に発生し，両危険が協力または競合して損害を生ぜしめた場合の保険者の
責任については問題が生じ得る。例えば，保険の目的である建物に失火による
火災が起こり，その火災は容易に消火できる程度のものであったが，運悪く地
震が起こり，倒れた石油ストーブから漏れた石油に火災の火が移り，建物を全
12　葛城照三・前掲書・第3巻，pp．ユ29－31．
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焼したような場合である。火災のみでは建物の全焼に至らず，地震のみでも一全
焼に至らなかったが，両危険が偶々協力または競合して損害を生ぜしめ，一し赤
も一方が保険者の負担する危険，他方が免貢する危険であったという場合であ
る。このような場合には，各種因果関係学説を用いて保険者の責任の有無が判
断されることになるのであるが，火災保険では，従来から相当因果関係説が採
られているのであるo
　本件では，地震と被保険者の過失が当然のことながら別個独立に発生し，そ
れらが協力または競合して火災による建物の損壊を生ぜしめ，しかもそのいず
れの危険を欠いても本件火災損害は生じなかった。そ二で，相当因果関係説の
手法に従い，上記両危険の各々を他の一般的な場合に当てはめて同じような結
果を生じるかを判定しなければならない。
　まず，本件における被保険者の過失であるが，これは何を意味するのか。こ
れは，現に被保険者の居住する家屋において，目視できる範囲で屋内の危険個
所を点検すれば，三階においてストーブが転倒しているこ二どを見つけ出し，こ
れを元に戻すことにより火災を未然に防止することが可能であったにもかかわ
、らず、皿屋内の点検を怠り汁地震後二，一三日．も転倒したストーブを放置したこと
であるが，他の一般的な場合に，転倒したストーブを放置したことを，これを
放置せずに元に戻した場合と比べて，火災発生の蓋然率は高まっ丈と経験的に
言い得るか。例えば夏の問物置に仕舞われたストーブが転倒していても火災を
生じる可能性はまったくないし，本件の場合において，ストーラの差込みがコ
ンセントから抜かれていれば，火災発生の可能性はなかったが，本件のような
状況下での被保険者の不作為は，他の一般的な場合において，恐ちく経験的に
またな大数観察的に火災発生の蓋然率を高める・と言い得るであろ苗う。その意味
で，、被保険者の過失は本件火災損害の適当条件となし得る。二
　もうプつの不可欠条件である地震についてはどうか。本件地震を他の一般的
な場合に当てはめ；それが生じなかづた場合と比較したとき，明らかに火災発
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生の蓋然率は低いと言い得るであろうか。本件地震は普通程度の地震ではない。
死者5，400余人，負傷者3万7，000余人，焼失を含む家屋の全半壊18万棟という
未曾有の大損害をもたらした大地震である。これを他の一般的場合に当てはめ
れば，多くの死者を出し，多くの家屋を倒壊させ，家財を破壊させ，多くの火
災を発生させたであろうことは自明のことである。したがって，地震危険も本
件火災損害の適当条件であると言うことができる。
　このように，相当因果関係説では，複数の不可欠条件が他の一般的場合に当
てはめても同様の結果を生じるとき，それら複数の不可欠条件がすべて適当条
件として損害の原因となることがあり得る。この場合，それらの適当条件がす
べて担保危険であるか免責危険であれば問題はない。しかし，本件のように，
一方が担保危険で，他方が免責危険であるときは，損害の原因をいずれか一つ
に絞らなければならないとしても，損害原因について挙証責任を負う被保険者
側（保険金を請求する者）は，結局それが保険者の負担する危険によってのみ
生じたことを立証できないから，保険者は，前示の免責危険優先の原則によっ
て免責されることになる。例えば本件とは逆に，被保険者の過失を免責し，地
震危険を担保する火災保険契約が締結されていたとしても，結果は同じである。
そして，これが相当因果関係説に墓づく結論であり，しかも保険取引の通念に
合致した結論である。
v皿．おわりに
　既述の通り，第一審神戸地裁（尼崎支部）は，地震免責条項にいう「地震に
よって発生した火災」という要件は，単なる条件的な因果関係では足りず，地
震と火災との聞に相当因果関係の存在することが必要であると解されるから，
社会通念上相当と認められる限度において，地震と火災との間の因果関係を肯
定すべきであるが，この見地から本件損害を検討すると，家人が容易に危険を
除去しうるのにこれを怠り，その結果火災が発生した場合は，社会通念上，こ
　306
　　　　　　　　　火災保険契約における相当因果関係説について　　　　　　　　　19
の火災は家人の過失による失火と見るのが相当であり，地震によって発生した
火災には当たらない（地震と火災との閻に相当因果関係を肯定することはでき
ない）というべきであるから，原告らの損害は地震免責条項に該当しないと判
旨し，原告勝訴の判決を下した。一方，大阪高裁は，地震後に生じた火災につ
いて地震による影響を否定できず，地震と火災との因果関係を認めざるを得な
いが，居住者が地震後に容易に火災発生の危険を除去しうるのにこれを怠った
ことが火災発生の直接的な原因となっているような場合には，地震による影響
よりも，居住者の不注意による失火であることを重くみるべきであると解せら
れるとし，このような場含には，信義則の適用により，本件火災の原因となっ
た地震による影響と居住者の失火のそれぞれの寄与の程度など，火災発生に
至った一切の事情を考慮し，被保険者に生じた損害のうちの約6割について保
険金請求できるとした。
　しかし，これらは過去の判決が採る相当因果関係説の真の解釈から逸脱した
見解であって，両裁判所の見解に従うことはできない。結論を述べれば，本件
損害が，相当因果関係上適当条件の一つである地震によって生じたことが証明
されないとしても，本件損害のもう一つの適当条件である被保険者の過失に
よって生じたことを，被保険者が証明できなければ，緒局，免責危険優先の原
則によって，保険者は免責されることになるのである。
　なお最後に，大阪高裁が採ったと思われる最有力条件説を援用して本件火災
損害に対する保険者の責任を判断するとどのようになるであろうか。この場合
には，地震危険の特殊性を考慮に入れなければならないであろう。すなわち，
火災などの目に見える危険と異なり，地震危険はその揺れがいつまで続くのか
分からないし，またいつまた余震が襲うかも分からないものであって，人はな
す術もなく，ただ目をうつろに空中に放って，恐怖に懐きながらそれが収まる
のを待つだけである。ましてや，本件地震は既述の通り，かつて我々の経験し
たこともない未曾有の大地震であり，住民の恐怖感は想像に余りある。そう
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いったパニック状態の中で生活している者にとって，家財が散乱し，ライフラ
インも切断された中では，僅かの生活空間を確保するのがやっとのことであっ
たはずであることもまた容易に想像できる。そのような中で，被保険者が住居
の三階部分に上がることができないことをもって，居住者の不注意と片付ける
ことは，あまりにも想像力に乏しい。明らかに，地震危険は継続していたので
ある。そして，そういった地震危険の余波の中で，地震によって転倒したス
トーブに，地震のショックでスイッチがオンになり，地震によって停電してい
た電気が地震の復1日にともなって通ったために火災が発生したことをもって，
居住者の不注意による損害とすることは，どうみても一般常識に反し，納得で
きない。本件損害は地震によって生じたというべきである。これが，相当因果
関係説でなく，最有力条件説を採った場合に得られる結論であるが，保険者無
責であることは相当因果関係説を採った場合と変わらない。
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